
法 人 識 別 事 項 申 出 書 

申出の目的 ○番所有権変更（注１）

法人識別事項  会社法人等番号 １２３４－５６－７８９０１２（注２） 

申 出 人 ○○市○○町一丁目３４番地

法務商事株式会社   （注３）

 代表取締役 法 務 太 郎（注４）  

連絡先の電話番号００－００００－００００

添付情報
なし（又は法人識別事項証明情報）（注５） 

令和○年○月○日申出 ○○ 法務局（又は地方法務局）○○支局（又は出張所）

不動産の表示（注６）
  不動産番号    １２３４５６７８９０１２３

所   在  ○市○町一丁目
  地   番    ２３番 

＜注意事項＞ 
※ 複数の不動産を所有していて、管轄する登記所が異なる場合、管轄登記所ごと

に申し出る必要があります（例：高松市と徳島市に土地を所有している場合、徳

島市の土地については、徳島地方法務局に申し出る必要があります。）。 

※ 令和６年４月１日以降に所有者になっている会社（法人）は、原則として、

会社法人等番号が登記されているため、この申出は不要です。 

（注１） 甲区（所有権の登記事項が記録される部分）何番の所有権の登記名義人

（所有者）であるかを表示します。 

（注２） 会社法人等番号を記載します。 

（注３） 登記事項証明書に記載されている現在の商号・本店を記載します。 

（注４） 代表者の資格・氏名を記載します（押印は不要）。

（注５） 現在の会社法人等番号によって、所有権の登記がされた日以降の商業登

記簿上の商号・本店の変更（移転）の経緯を登記所において確認できない

場合、閉鎖事項証明書等を提供する必要があります（添付情報の要否は、

各法人の商号・本店の変更の経緯や所有権の登記等がされた日等によって

異なりますが、所有権の登記等がされた日が平成２４年５月２１日以降で

あれば、一般的に、閉鎖事項証明書等の提供は不要です。）。 

（注６） 申出をする不動産を登記事項証明書のとおり記載してください。不動産

番号を記載すれば、土地の所在・地番、建物の所在・家屋番号の記載を省

略できます。 

動画でも作成方法

を説明しています。 
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